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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社が自動車関連ファイナンス・流通事業者様等へ信頼性の高いシステムの企画・開発・提供を行うに際し、当社の信用向上は重要であると考え
ております。そのため、経営の健全性、機動性、透明性及び客観性の向上を目的とするコーポレート・ガバナンスの確保と、情報の適時開示を重
要な経営課題であると位置づけております。法令遵守、経営内容の公正性・健全性の維持に努め、利害関係者の信頼を得られる透明性の高い経
営を実践してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

2021年６月の改訂後のコードに基づき記載しております。

【補充原則１－２④　議決権の電子行使のための環境整備、招集通知の英訳】

当社は、株主構成における機関投資家や海外投資家の比率等を総合的に判断し、現時点において、議決権電子行使プラットフォームの利用を含
む議決権の電子行使や招集通知の英訳を実施しておりません。

今後、株主構成比率の変化等の状況に応じて、議決権電子行使プラットフォームの利用及び招集通知の英訳を検討してまいります。

【補充原則２－４①　中核人材の登用等における多様性の確保】

当社では、従業員は当社の成長を支える重要な存在であるとの認識に立ち、仕事と家庭を両立し、最大限の能力を発揮できる職場環境の醸成に
取り組んでいます。

中長期的な企業価値向上に向け人材戦略は極めて重要であり、今後は、多様性確保に向けた取り組みをさらに強化するとともに、その取り組み
状況等について開示することも検討してまいります。

【補充原則３－１②　英語での情報の開示・提供の推進】

当社では、現状において英語での情報の開示は行っておりません。今後も外国人株主比率や株主数の状況を見ながら、株主の利便性と費用対
効果等を勘案し、英語での情報の開示・提供の要否について、検討してまいります。

【補充原則３－１③ 　サステナビリティについての取組み】

当社は、サステナビリティを巡る課題については、事業活動を通じて取り組むことが重要であると考えております。

今後につきましても、情報の有用性を十分に検討したうえで、人的資本や知的財産への投資等についての開示要否を検討してまいります。

なお、その他のサステナビリティに関する取り組み等は有価証券報告書に記載しております。

【補充原則４－１③　最高経営責任者等の後継者計画】

当社は、最高経営責任者である代表取締役社長の後継者計画を現時点では明確に策定・運用しておりません。今後必要に応じて検討してまいり
ます。

【原則４－２　取締役会の役割・責務（２）】

取締役会は、社外取締役が独立した客観的な立場でそれぞれ適切に意見を述べるなど、多面的な検討を行っています。また、承認した議案が実
行される際には、各部門間で連携を図りながら進めています。取締役の報酬については、不安定な環境下と考えており、現時点でインセンティブ
等の報酬設定するのは現実的でないと考えています。

【補充原則４－２①　中長期的な業績と連動する報酬の割合、現金報酬と自社株報酬との割合の適切な設定】

当社は、業績連動給与等の仕組みは導入しておらず、報酬体系は、固定報酬のみでありますが、職責に応じた堅実な職務遂行を促すための報
酬であり、当社が目指す業績水準を達成状況と貢献度に応じて決定しております。

【補充原則４－３②　最高経営責任者を解任するための客観性・適時性・透明性ある手順の確立.】

当社は、任意の諮問委員会は設置しておりませんが、取締役会は、代表取締役社長の選解任は会社における最も重要な戦略的意思決定である
ことを踏まえ、社外取締役の意見を得ながら、代表取締役社長の選任を行っております。

【補充原則４－３③　最高経営責任者を解任するための客観性・適時性・透明性ある手順の確立】

取締役会は、最高経営責任者の具体的な解任基準は定めておりませんが、評価については、法令や定款に違反した場合や、企業価値を著しく損
なう恐れを生じさせた場合など、客観的に解任が相当と考えられる事態が発生した際には、社外取締役の出席する取締役会において十分に審議
の上、解任の適否を判断してまいります。

【補充原則４－10①　独立した指名委員会・報酬委員会の設置、指名・報酬等の検討におけるそれら委員会の関与・助言】

当社は現在、社外取締役が取締役会の約半数を占めており、社内・社外の各役員が自身の知見と経験を活かして、取締役会において適宜意見
を述べるとともに、必要に応じて社外役員から助言を得る体制が確保できております。なお、指名委員会・報酬委員会等の任意機関の設置につき
ましては、今後検討を進めてまいります。



【原則４－１１　取締役会・監査等委員会の実効性確保のための前提条件】

当社の取締役会は、業務に精通した取締役等と企業経営者である社外取締役で構成されています。規模については取締役９名と適正であると認
識しておりますが、ジェンダーや国際性の面を含む多様性については、十分であるとは言えないことから、今後は多様性の確保という視点に重き
を置いた取締役候補者の選定に努めてまいります。

なお、当社の監査等委員はいずれも適切な経験・能力を有する者が選任されており、法務に関する知識を有する弁護士および公認会計士の資格
等を有しております。

【補充原則４-11③　取締役会による取締役会の実効性に関する分析・評価、結果の概要】

取締役会の実効性の評価については、今後、取締役会の機能を向上させる観点から評価方法・開示も含めて検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

当社は、投資株式について、株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的として保有する株式を純投資目的である投資株
式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式（政策保有株式）に区分しております。

純投資目的以外の目的である投資株式について、当該株式が安定的な取引関係の構築や業務提携関係の維持・強化に繋がり、当社の中長期
的な企業価値の向上に資すると判断した場合について、保有していく方針です。

この投資株式については、リターンおよびリスクを踏まえた中長期的な経済合理性や、将来性等の観点、地域経済との関連性の観点および業務
提携等の事業戦略上の観点から検証し、保有の可否を総合的に判断しております。

政策保有株式に係る議決権の行使については、政策保有先の中長期的な企業価値の向上ないし株主還元に繋がるか、また当社の企業価値が
毀損する事態が生じないか等、総合的に判断しております。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社では、取締役及び取締役が実質的に支配する法人との競業取引及び利益相反取引は、取締役会での審議・決議を要することとしています。

また、取引条件及び取引条件の決定方針等については、株主総会招集通知や有価証券報告書等で開示しています。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は企業年金制度を採用していないため、企業年金のアセットオーナーには該当いたしません。

【原則３－1　情報開示の充実】

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

会社の情報開示に当たっては、金融商品取引法等の関連法令や証券取引所の定める規則に則った適時適切な情報開示を行うとともに、当社Ｗ
ＥＢサイト上での情報開示等により、情報の即時性・公正性を目指しております。なお、企業理念等は当社ＷＥＢサイト上で開示しております。　　

（ⅱ）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針、実施状況を有価証券報告書４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】にて開示して

おります。

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

監査等委員である取締役を除く取締役の報酬等の額につきましては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、代表取締役社長が世間水
準、当社の業績等を勘案し、決定しております内容の決定にあたっては、社外役員会議が整合性を含め総合的に検討を行っており、取締役会とし
てもその答申内容を尊重し決定するものとしております。

また、監査等委員である取締役の報酬等の額につきましては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、監査等委員の協議によって決定し
ております。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

当社は、経営幹部の選解任と監査等委員である取締役を除く取締役候補者の選任を行うにあたっては、役割に応じた必要な能力、経験、人柄等
を検討し、取締役会において決定しております。

また、監査等委員である取締役候補者の選任を行うにあたっては、役割に応じた必要な能力、経験、人柄等を検討し、監査等委員会の同意を得
た上で、取締役会において決定しております。

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

社外取締役候補者については、株主総会参考書類において経歴その他の事項を開示し、これと合わせて推薦の理由を開示しております。

　　　〔社外取締役候補者推薦理由〕

　　第58期定時株主総会招集通知に開示しておりますので、ご参照ください。　

【補充原則４－１①　経営陣に対する委任の範囲の決定、概要】

当社は、取締役会の意思決定の範囲として、取締役会規程の中で取締役会付議基準を定めております。

【原則４－８　独立社外取締役の有効な活用】　当社では、2026年６月開催の定時株主総会において、より戦略的かつ機動的に意思決定が行える
体制とするため、取締役９名（うち監査等委員である独立社外取締役３名）を選任しております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社の独立社外取締役の独立性判断基準は、東京証券取引所の定める独立性要件を参照しております。独立社外取締役候補者の選定に当
たっては、企業経営や企業法務等の豊富な経験と広い知見を持ち、中長期的な視点で企業価値向上に資する意見、助言が期待できる人物を候
補者として選定しております。

【補充原則４－１１①　取締役会にて必要なスキルの特定、取締役会全体の知識等のバランス、多様性、規模に関する考え方】

現在、多様性や規模に関する方針や手続きは定めておりませんが、取締役会は、取締役の選任の運用において、会社の各機能と各部門をカ
バーできるバランス、的確かつ迅速な意思決定のための適材適所の観点等を総合的に考慮し、多様性にも配慮するよう努めております。取締役
会では取締役９名（監査等委員含む）で内３名は独立社外取締役であります。なお、員数につきましては、定款の定めにより、監査等委員である取
締役以外の取締役は10名以内、監査等委員である取締役は3名以内となっております。



【補充原則４－１１②】

取締役及び監査等委員の兼任状況に関しましては、合理的な範囲内であることを確認しており、定時株主総会招集通知の事業報告・参考書類や
有価証券報告書において開示しております。

【補充原則４－１４②　取締役・監査等委員によるその役割・責務を適切に果たすための時間・労力の振り向け、他の上場会社役員の兼任数の抑
制、兼任状況】

当社は、取締役・監査等委員が期待される役割・責務を果たすために必要な知識の習得や有用なトレーニングの機会を、必要性に応じて当社の
負担により提供するものとしております。

【原則５－1　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株主からの対話（面談）の申込みに対しては、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、合理的な範囲で前向き
に対応すべきと考えております。そのため、株主や投資家から対話（面談）申込を受けた場合には、当該面談の目的を十分検討し、合理的な範囲
で対応することを基本方針としております。　当社は、株主との建設的な対話を促進するため、機関投資家向けに年2回以上の決算説明会を実施
し、適宜ホームページ、東証の任意開示を活用して情報公開を行っております。また、株主からの照会に対しては管理部門が窓口となって適切に
対応を行っております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

有限会社タイムラー 1,710,000 48.47

千村　岳彦 776,900 22.02

光通信Ｋ Ｋ 投資事業有限責任組合 230,800 6.54

ＵＨＰａｒｔｎｅｒｓ２投資事業有限責任組合 127,600 3.62

千村　紫乃 45,000 1.28

千村　勇貴 45,000 1.28

小堀　裕貴 42,700 1.21

小堀　聡太 42,200 1.20

光通信株式会社 35,700 1.01

Ｓ Ｌ Ｃ グループ社員持株会 21,500 0.61

支配株主（親会社を除く）の有無 千村　岳彦

親会社の有無 なし

補足説明

株主の状況は、2026年3月31日現在の状況であります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード、名古屋 メイン

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社と支配株主及びその近親者との取引は、報告日現在において無く、今後も行なう予定はありません。

また、監査等委員が少数株主保護の観点から監査を実施しております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

吉村　桂 他の会社の出身者

内田　善昭 他の会社の出身者

山中　雅雄 他の会社の出身者

森　吉平 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)



氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

吉村　桂 　 　 ―――

企業経営者としての経歴を通じて培われた豊
富な経験と高い見識を有しており、当社の業務
執行の監督機能強化への貢献および幅広い経
営的視点からの助言を期待したためでありま
す。また、当社及び当社業務執行者との利害
関係がなく、一般株主との利益相反が生じる恐
れがないと判断し、社外取締役候補者といたし
ました。

内田　善昭 ○ ○ ―――

公認会計士及び税理士として財務・会計に関
する豊富な専門知識、知見を有しており、当社
の経営・監査機能強化に向けた様々な助言や
意見をいただきたいためであります。また、当
社及び当社業務執行者との利害関係がなく、
一般株主との利益相反が生じる恐れがないと
判断したため社外取締役候補者といたしまし
た。独立性に関する判断基準にも該当せず、
一般株主との間に利益相反の恐れが生じない
と判断した為、本人からも承諾を得、独立役員
としての指定を行なっております。

山中　雅雄 ○ ○ ―――

弁護士としての知見と経験、及び他の事業会
社での役員の経験が当社監査に適任と判断し
たため選任しております。また、当社及び当社
業務執行者との利害関係がなく、一般株主との
利益相反が生じる恐れがないと判断し、社外取
締役候補者といたしました。独立性に関する判
断基準にも該当せず、一般株主との間に利益
相反の恐れが生じないと判断した為、本人から
も承諾を得、独立役員としての指定を行なって
おります。

森　吉平 ○ ○ ―――

企業経営を通じて培った豊富な経験と高い見
識を有しており、当社の経営に対する様々な助
言や意見をいただくことを期待したためでありま
す。また、当社及び当社業務執行者との利害
関係がなく、一般株主との利益相反が生じる恐
れがないと判断し、社外取締役候補者といたし
ました。

独立性に関する判断基準にも該当せず、一般
株主との間に利益相反の恐れが生じないと判
断した為、本人からも承諾を得、独立役員とし
ての指定を行なっております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 0 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

当社は、監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助する使用人を置くこととしております。当該使用人は、監査等委員会より受
けた業務に関し、他の取締役（監査等委員である取締役を除く）や業務執行部門の指揮命令に服さないものとしております。また、当該使用人の
任命、異動、評価、懲戒については監査等委員会の意見を尊重した上で行うこととしており、業務執行取締役からの独立性を確保する体制として
おります。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況



監査等委員会による監査は、全員が社外取締役で構成される監査等委員会で決定される監査計画に基づき実施しております。内部監査担当部
署と連携し、内部監査の計画及び結果について定期的に報告を受けるとともに、会計監査人と定期的に意見交換等の会合を持ち、監査計画や監
査結果の報告を受けるなど、三者の緊密な連携を図っております。また、監査等委員は、取締役会、監査等委員会のほか重要な会議に出席し、
必要に応じて取締役および使用人に対して報告を求めることができます。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

現時点では該当事項ありませんが、役員報酬のあり方については、今後も継続して検討してまいります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書において、支払った報酬の総額を記開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

なし

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容



―――

【社外取締役のサポート体制】

現在、社外取締役の職務を補助すべき専任の使用人を配置しておりませんが、社外取締役は管理部門と連携し、効率的な業務執行の監督なら
びに監査を実施しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（業務執行について） 経営の意思決定機関である取締役会は、取締役９名（うち監査等委員である取締役３名）で構成され、毎月1回の定例取締

役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会においては、営業活動及び予算の進捗状況等を確認するとともに、業績
見通し等について検討し必要な施策を講じるほか、当社の経営上重要な事項について討議を行い、活性化と相互牽制を図っております。

（監査・監督について）

当社は監査等委員会設置会社であり、監査等委員である社外取締役３名により監査等委員会を構成しております。監査等委員は、取締役会等重
要な会議への参加のほか、内部統制の実効性に関する監査や内部監査への立会い及び監査法人との意見交換や監査結果の聴取等を実施し、
監査の充実を図っております。

（内部監査）

当社は、コンプライアンス体制強化のために、代表取締役社長直轄の内部監査担当部署を設置し、内部監査担当者として人員１名を配置しており
ます。内部監査担当者は、業務が諸法令及び会社の定めたルールに則り、効率的に進められているか及び内部統制が有効に機能しているかと
いう観点から全部門を対象に監査を実施しております。監査結果は代表取締役社長及び監査等委員会に報告され、業務活動の改善及び適切な
運営に資するよう勧告、助言等を行なっております。また、必要に応じて監査等委員会及び監査法人との連携を図ることで、より実効性の高い監
査を実施しております。

（会計監査）

会計監査については、EY新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法の規定に基づく会計監査を受けるとともに、
随時相談・意見交換を行なっております。なお、当社とEY新日本有限責任監査法人との間には特別な利害関係はありません。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査等を担う社外取締役が、取締役会における「議決権」を持つことにより、取締役会の監督機能を一層強化し、コーポレート・ガバナン
スのさらなる充実を図ることを目的として、監査等委員会設置会社を採用しております。 全員が社外取締役で構成される監査等委員会が、独立し

た客観的な立場から経営の適法性・妥当性を監査・監督するとともに、取締役会においては顧問弁護士等からの意見も踏まえて審議していること
から、経営監視機能が十分に機能する体制であると認識し、現状の体制をとっております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 集中日を避けて開催しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

中間決算及び本決算発表時に、アナリスト・機関投資家向け決算説明会を開
催しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ内「IR　投資情報」ページ（httpｓ://www.slc.jp/ir）にて、有価
証券報告書、半期報告書、決算短信、会社説明資料、その他適時開示資料等
を開示しております。



IRに関する部署（担当者）の設置 当社のIR担当部署は管理部門であります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、「システム・ロケーション株式会社　倫理・行動規範」において、情報の開示と正確
な情報の作成、管理を定め、関係法令及び取引所が定める適時開示規則を順守し、投資
判断の根拠となる情報を適時・適切に開示することを情報開示の基本方針としておりま
す。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

1．取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

(1)　全役職員の日常活動における行動基準であり、かつコンプライアンスの基本方針及び遵守基準である「システム・ロケーション株式会社倫理・
行動規範」の浸透を図るとともに、「コンプライアンス管理規程」を制定し、コンプライアンスの徹底と企業倫理の確立を図る。

(2)　代表取締役社長を委員長とする内部監査委員会がコンプライアンスの推進及び徹底を図るための協議・調整を行う機関となり、管理部門長
が「実施統括責任者」としてコンプライアンスの推進・徹底を図るため、組織・体制を整備するとともに、違法行為などに関する情報把握ルートの確
保を図るため、内部通報制度を「コンプライアンス管理規程」内において設ける。

(3)　「職務権限規程」、「業務分掌規程」に基づき、特定の者に権限が集中しないよう内部牽制システムの確立を図る。

(4)　内部監査を実施して不正の発見・防止と業務プロセスの改善に努める。

2．取締役の職務の執行にかかる情報の保持及び管理に対する体制

(1)　取締役の職務の執行にかかる情報については、法令、定款及び「文書管理規程」に基づき、適切かつ安全に管理する。

(2)　情報セキュリティ管理についての規程を策定し、当社グループにおけるリスク情報の管理を徹底する。

(3)　内部監査委員会は「コンプライアンス管理規程」に基づいて、取締役、従業員に対して、法令、定款、「文書管理規程」に則った文書の保存、管
理を適正に行なうように指導する。

(4)　取締役及び従業員は、取締役の職務の執行にかかる情報を適切かつ確実に、取締役または監査等委員が閲覧を要求した場合に、いつでも
閲覧及び検索が可能な状態で保管しておく。

3．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)　会社が直面するリスクを管理するために策定された「リスク管理規程」の取締役及び従業員への浸透を図る。

(2)　「リスク管理規程」に従い、リスク管理方針を策定し、適切にリスク管理を行うための組織・体制及びリスク管理における役割と責任を明確に定
めるとともに、統合的なリスク管理の推進・徹底を図るため代表取締役社長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置する。

　　　また、「リスク管理統括部門」は、リスク及びリスク管理の状況をモニタリングするとともに資本の十分性を検証する。　　　　　　　　　　　　　

(3)　大規模な事故、災害、不祥事その他の緊急事態が生じた場合には、危機対策本部を設置するなどして迅速にこれに対応し、損害の拡大の防
止に努める。

　

4．取締役の職務が効率的に行なわれることを確保するための体制

(1)　取締役会は毎月1回定期的に行うほか、適時随時に実施し、法令、定款及び「取締役会規程」に従って、重要事項について審議・決定を行な
う。

(2)　取締役は、幹部職員を含めた定例的な情報交換会を実施するとともに、必要に応じて適時ミーティングを実施して活発な情報交換を図り、迅
速な対応が要求される事項についてスピーディーな意思決定を可能にする。

5．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)　当社グループ共通の行動指針として、「システム・ロケーション株式会社倫理・行動規範」、その他の重要な基本方針等の精神を共有し、当社
と共にこれらを実践する。

(2)　「関係会社管理規程」に従って、子会社の経営及び業績を管理、指導する。

6．監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する体制と当該従業員の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する
事項

(1) 監査等委員会が必要とした場合は、監査等委員会の職務を補助する従業員を置くこととする。

(2) 当該従業員は、監査等委員会より受けた業務に関し、他の取締役（監査等委員である取締役を除く）や業務執行部門の指揮命令に服さない。

当該従業員の任命、異動、　

　　　評価、懲戒は監査等委員会の意見を尊重した上で行うものとする。

(3) 当該従業員が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員会にかかる業務を優先して従事するものとする。

7．取締役及び従業員が監査等委員会に報告するための体制その他監査等委員会への報告に関する体制

(1) 当社グループの取締役及び従業員は、法令違反事実、会社に著しい損害を与える事実があることを発見した場合は、「コンプライアンス管理規

程」に定める内部通報制度

を活用して、内部監査委員会内に設置される通報者に不利益が及ばない「コンプライアンス相談窓口」にその報告を行なうとともに、監査等委員会
に対して、当該事

実に関する事項を速やかに報告することとする。

(2) リスク・コンプライアンス情報を受け取った「実施統括責任者」または「コンプライアンス担当部門」は、迅速、且つ適切に対応するとともに、当該

情報について監査等委員

　　 会に報告するものとする。

(3） 当社グループの取締役及び従業員は、監査等委員会から業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告を行なわなけ



ればならない。

(4) 当社グループは、前各項の報告を行なった取締役及び従業員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行なうことを禁止し、そ

の旨を当社グループ内に周

知徹底する。

8．その他監査等委員会の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

(1) 監査等委員会は、内部監査の年次計画について事前に説明を受け、修正を求めることが出来るものとする。実施状況についても、適宜報告を

受け、必要に応じて追加監

査の実施、業務改善策の策定などを求めることが出来る。

(2) 監査等委員会は、会計監査人を監督し、会計監査人の独立性を確保するため、会計監査人の監査計画について事前に報告を受けることとす

る。会計監査人の報酬及び

　　 会計監査人に依頼する非監査業務については監査等委員会の同意を要するものとする。

(3) 監査等委員は、取締役、従業員等と、必要に応じていつでも意見交換を行なうことができる。

(4) 監査等委員は、必要に応じていつでも、重要と思われる会議に出席することが出来る。

(5) 監査等委員が、その職務の執行について生ずる費用または債務の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査等委員の職務の執行

に必要でないと認められた場

合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

9．財務報告の信頼性を確保するための体制

(1)　財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、代表取締役社長の
指示の下、当社グループ全

体に対する内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な改善を行なう。

(2)　法令及び証券取引所の規則を遵守し、適性かつ適時に財務報告を行なう。

(3)　内部監査部門は、全社的な内部統制の状況や業務プロセス等の把握・記録を通じて評価及び改善結果の報告を行う。　　

(4)　取締役及び従業員は、「内部統制改善報告制度」に則り、内部統制上是正措置を施すべき不備を発見もしくは認知した場合には、その内容を
当社取締役に報告する。

　　報告を受けた取締役は、代表取締役社長に当該内容を報告し、代表取締役社長がその不備の改善の為の方策を指揮し、改善状況を取締役
会にて、取締役、監査等委員

　　 会に報告する。

10．反社会的勢力の排除

　　　　社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、断固たる行動をとることを周知徹底し、一切の関係遮断に向け
た取り組みを推進する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方としては、「システム・ロケーション株式会社　倫理・行動規範」において、「社会の秩序や企業の健全
な活動に脅威を与える反社会的勢力とは一切関係を持ちません。」と謳い、全ての役職員が順守しなければならない行動の規準としています。

・反社会的勢力から不当な要求を受けた場合、金銭等による安易な問題解決を図ることなく、毅然とした態度で対応します。

・反社会的勢力及び反社会的勢力と関係ある取引先とは、いかなる取引も行ないません。

・反社会的勢力による不当要求に備えて、警察の講習を受けた不当要求防止責任者を配置するとともに、警察、弁護士等外部専門機関と密接な
連携関係を構築しています。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

現時点で買収防衛策の導入はしておりません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

当社の適時開示に係る体制の概要は、下記のとおりです。

(1) 決定事実に係る情報　　

　　重要な決定事実については、原則として毎月1回開催する取締役会において決定するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催することにより
迅速な決定を行っております。

　　決定された重要事項について、開示が必要か否かを管理部門管掌役員が中心に検討し、開示が必要な場合には、迅速に行うよう努めており
ます。

　　さらに、必要に応じて会計監査人、弁護士等によるアドバイスを適宜受けており、正確かつ公平な会社惰報を開示することに努めております。

（2）発生事実に係る情報

　　事故・災害・訴訟等については事象が発生後、管理部にて情報収集を行い、管理部管掌役員を中心に情報開示の検討準備をします。

　　その他の発生事実については、当該部門より情報を入手し適時開示項目に該当する場合、代表取締役社長への報告または必要に応じ取締



役会決議を経て、迅速に情報開

示をいたします。

（3）決算に係る情報

　　決算に関する情報については、管理部にて作成、開示を行っております。

　　決算数値等については会計監査人や監査役会による監査またはレビューを受け、取締役会で審議し承認された後、速やかに開示を行っており
ます。



模式図 

（内部統制） 

内部統制委員会 

リスク管理委員会

情報セキュリティ委員会 

報 告 
報 告 

内部牽制 

選任・解任 選任・解任 

選任・解任 

取締役会 
監査等委員 

３名 監 査 

（業務執行） 

代表取締役社長 

監 査 

事 業 部 門 

幹部会議 

株主総会 

監 査 

選任・監督 

報 告 

（会計監査） 

監査法人 

内部監査 

委員会

内部監査１名 

報 告 

選任・解任 

業務執行取締役 

６名 


